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２．２ イギリス 

 

（１）ＱＮＡの公表 

イギリス国家統計局（ONS）は、ＧＤＰ速報に関して表2-2-1に示すように３つの公表ス

タイルを持っている。最初は、当該四半期終了後25日で公表される「ＧＤＰ速報」で「M1

（Month One）」と呼ばれる。イギリスは、世界で最も早く公表できるＧＤＰ速報を有する

国の一つといってよい。図2-2-1は、M1の公表物の一部である。公表値は、ＧＤＰ（生産側）

推計に基づいて製造業と非製造業といった９産業の産業別成長率が基本価格及び購入者価

格ベースで示される。日本が支出側ＧＤＰにシフ

トしているのと異なり、世界の市場に強い影響力

を持つシティは産業別ＧＤＰに注目しているので

ある。 

 ２回目に公表される「イギリスの生産・所得・

支出」は、「M2」と呼ばれる。これは当該四半期終

了後55日で公表される。公表物としてＧＤＰの三

面推計が示される。生産側では、M1でサービス業

が４産業しか公表されないが、M2では12産業ベー

スで公表される。この公表に支出側と所得（分配）

側の公表が加わり、産業別在庫も公表される。 

 ３回目に公表されるのは、「四半期別国民勘定」

で「M3」と呼ばれる。これは当該四半期終了後85

日で公表される。 

表2-2-1 イギリスのＱＮＡ公表 

 １次 ２次 ３次 

公表名 ＧＤＰ速報 イギリスの生産・所得

・支出 

四半期別国民勘定 

公 表 ス ケ

ジュール 

25日 55日 85日 

公表内容 ・ＧＤＰ（生産側９産業） ・ＧＤＰと総付加価値 
・産出要素別の基準価格

総付加価値 
・サービス業の基準価格

総付加価値指数 
・ＧＤＰ（支出要素） 
・ＧＤＰ（所得要素） 
・家計最終消費支出 
・制度部門別資産タイプ

別総固定資本形成 
・在庫品増加 
・財貨・サービスの輸出

入 

左記公表物に加え 
・部門別純貸出／純借入
・家計部門・第一次所得

の分配勘定、第二次所
得の分配勘定、可処分
所得の使用勘定 

・民間非金融企業部門・
第一次所得の分配勘
定、第二次所得の分配
勘定 

・在庫品評価調整 

 

こうして３回推計された速報は、速報レベルの改定が毎回実施され、毎年６月に推計さ

れる青本（ブルーブック）で年次推計値に改定される。そして２回目の青本において不突

合がゼロになるように供給使用表上のバランス調整が行われ、最終確定値が公表される。 

 

図 2-2-1 4th quarter 2008(M1) 
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①１次公表の内容 

  １次公表は、以下に示す総付加価値によるＧＤＰのみであり、構成要素は９産業別で

ある。表2-2-2に１次公表値の例を、表2-2-3に要素項目を示す。 

・総付加価値のＧＤＰ（基準価格による産業産出連鎖数量測度、９業種） 

 

表2-2-2 イギリスの１次公表内容（M1）の例（総付加価値でのＧＤＰ） 

 

出典：「First Release Quarterly national accounts 4th quarter 2008」 
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表2-2-3 イギリスのＧＤＰ産業区分（M1） 

GDP

農業、狩猟、林業及び漁業

製造業

鉱業（石油、ガス、採石）

工業

電気、ガス、水供給

建設業

サービス産業

流通  ホテルと配膳業； 修理

輸送、倉庫および情報通信

事業サービスと金融

政府とその他のサービス  
出典：「First Release Quarterly national accounts 4th quarter 2008」 tableＯより作成 

 

②２次公表の内容 

  ２次公表では、新たに所得サイドと支出サイドの値が公表される。サービス業は、１

次公表の４業種から11業種に細分化され、また、家計最終消費支出は、12項目で構成さ

れている。表2-2-4に２次公表の例を、表2-2-5にサービス業と支出項目の構成を示す。 

 ・国内総生産と総付加価値（名目数量指数、連鎖数量指数、デフレータ、名目値、連鎖

数量測度） 

 ・産出要素別の基準価格総付加価値（９業種） 

 ・サービス業の基準価格総付加価値指数（11業種） 

 ・ＧＤＰ（名目値支出、連鎖数量測度）（最終消費支出３区分、総資本形成３区分） 

 ・ＧＤＰ（所得要素）（雇用者報酬、営業余剰３区分） 

 ・目的別家計最終消費支出（名目値、12支出項目別、連鎖数量測度） 

 ・家計最終消費支出（財貨・サービス別、連鎖数量測度） 

 ・制度部門別資産タイプ別総固定資本形成（６部門、５タイプ、連鎖数量測度） 

 ・在庫品増加（９業種、連鎖数量測度） 

 ・財貨・サービスの輸出入（名目値、連鎖数量測度） 
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表2-2-4 イギリスの２次公表内容（M2）の例（所得要素 GDP） 

 
出典：First Release 「UK output, income and expenditure 4th quarter 2008」表 D 

 

表2-2-5 サービス業と家計最終消費支出項目の構成要素 

サービス産業 家計最終消費支出
卸売、小売業界；修理 全国
ホテル、レストラン 旅行
輸送、倉庫 国内消費
郵便、電気通信 飲食物
金融仲介活動 アルコール、タバコ
不動産、賃貸とビジネス活動 服、履物類
住居の所有 住宅
行政、国防、社会保障 健康
教育 輸送
健康と社会事業 情報通信
その他のサービス レクリエーション、文化

教育
レストラン、ホテル
その他  

出典：First Release 「UK output, income and expenditure 4th quarter 2008」表 B2、E1より作成 

 

 ③３次公表の内容 

  ３次公表では、２次公表の内容に加えて、以下に示す家計部門、非金融企業部門等の

制度部門別勘定表が追加される。表2-2-6に３次公表の例を示す。 

・部門別純貸出／純借入 
・家計部門・第一次所得の分配勘定、第二次所得の分配勘定、可処分所得の使用勘定 
・民間非金融企業部門・第一次所得の分配勘定、第二次所得の分配勘定 
・在庫品評価調整 
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表2-2-6 イギリスの３次公表内容（M3）の例（家計部門：第１次所得の分配勘定） 

 
出典：First Release「 Quarterly national accounts 4th quarter 2008」表 J1 

 

（２）リビジョン・スタディ 

 

 ①イギリスで実施されたスタディ 

 イギリスでは、ＱＮＡ速報の公表時、月次の定期刊行物「Economic & Labour Market 

Review（経済と労働市場）」の記事、ＯＮＳのレポート等、多数のリビジョン・スタデ

ィが行われている。表2-2-7はそれらの一部をまとめたものである。さらに、「１．３」

で紹介したＯＥＣＤツールと同じような「ＧＤＰリビジョン・トライアングル」のエク

セルシートも公開しており、リビジョン・スタディを行うための環境が充実している。 

 ＱＮＡ速報の公表時には、毎回、過去５年間のデータを使用し、M1_M2、M2_M3、M3_

３年後推計値の比較を行っている。評価統計値は改定幅の平均（MR）と平均偏差（MAR）

である。表2-2-8に速報公表時のスタディ結果の例を示す。 
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表2-2-7 イギリスのリビジョン・スタディ内容 

項 目 内 容 

公表形態 ①毎回の速報値公表時 ②月次定期刊行物（1997年11月）  
③月次定期刊行物（1998年３月） 

スタディ対象期
間 

①M1_M2（2003Q4～2008Q3）、M2_M3（2003Q4～2008Q3）、M3_３年
後推計値（2000Q4～2005Q3） 
②1995Q1～2004Q4、1995Q1～1999Q4、2000Q1～2004Q4 
③2003Q4～2007Q3、2004Q2～2007Q3、1999Q1～2007Q3 

比較対象推計値 ①M1_M2、M2_M3、M3_３年後推計値 
②M1_M3、M3_年報の第１次推計（BB1）、BB1_年報の第２次推計

（BB2）、BB2_最新推計値 
③M3_３年後推計値、最初の公表値_最新公表値 

評価統計値 ①改定幅の平均、改定幅の平均偏差 
②改定幅の平均、改定幅の平均偏差、分散、相対平均偏差（RMSE）、
有意検定 
③改定幅の平均、改定幅の平均偏差、統計上の不突号、残差誤差

対象項目 ①ＧＶＡ成長率 
②ＧＤＰ成長率、主要産出要素（農林水産業、製造業、建設業、

サービス業）、サービス業要素（流通・ホテル・配膳業、輸送・
通信、事業サービス・金融、政府・その他）、支出要素（家計、
対民間非営利、政府、総資本形成、在庫品増加、輸出、輸入）
所得要素（雇用者報酬、公的非金融企業、民間非金融企業、金
融、その他所得、税・補助金） 

③ＧＤＰ成長率、家計貯蓄率、 
出典：First Release「Gross domestic product Preliminary estimate ‒ 4th quarter 2008」、「Economic 

& Labour Market Review November 2007 | Volume 1 | Number 11」（Revisions to quarterly GDP 

growth and its components）、「Monitoring the quality of the National Accounts」より作成 

 

表2-2-8 イギリスで実施されたリビジョン・スタディ結果（M1） 

 
出典：First Release「Gross domestic product Preliminary estimate ‒ 4th quarter 2008」p6 

 

 月次刊行物「Economic & Labour Market Review」では、毎月ではないがリビジョン・

スタディの分析結果を掲載している。 

表2-2-9は、2007年11月号に掲載されたＧＤＰ成長率のスタディ結果であり、1995年Ｑ

１～2004年Ｑ４のデータを使って分析したものである。この他、生産要素、支出要素、

分配要素それぞれの分析を行っている。図2-2-2は、2008年３月号に掲載された成長率、

家計貯蓄率の分析結果を図示したものである。 
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表2-2-9 イギリスで実施されたリビジョン・スタディ結果（月次刊行物2007.11） 

 

出典：「Economic & Labour Market Review November 2007 | Volume 1 | Number 11」（Revisions to quarterly 

GDP growth and its components）p28～p35 

 

 
出典：Ross Meader,  Geoff Tily（2008.3），“Monitoring the quality of the National Accounts”，

Economic & Labour Market Review | Vol 2 | No 3 | March 2008，Office for National Statistics 

図2-2-2 イギリスで実施されたリビジョン・スタディ結果（月次刊行物2008.03） 
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また、同月刊誌の2007年10月号9では、2005年Ｑ１から2007年Ｑ１のデータを使って、

データの更新、季節調整等の改定要因の構成を分析し、さらに、これらの改定要因によ

るＧＤＰ成長率の増減を分析している。 

ＯＮＳでは、上記の四半期速報や月刊誌でスタディを掲載するだけでなく、経済統計

の「Quality Report」を作成しており、この中でリビジョン・スタディを実施している。

図2-2-3は、リビジョン・スタディのために公開しているリビジョン・トライアングル

を使用した分析結果の例である。 
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出典：Office for National Statistics,“GDP Revisions Triangles”Office for National Statistics 

HP 上 http://www.statistics.gov.uk/statbase/Product.asp?vlnk=13560 

図2-2-3 イギリスのリビジョン・トライアングルによるスタディ（M3_３年後）の例 

 

 ②ＯＥＣＤデータベースでのスタディ結果 

ＯＥＣＤリビジョンデータベースを用い、イギリスの2000年Ｑ２から2008年Ｑ４まで

のＧＤＰデータを入力し、リビジョン・スタディを実施した結果を、表2-2-10、図2-2-4、

図2-2-5に示す。 

 改定幅の平均は、-0.01～0.06％で非常に小さく、殆ど０である。また、改定幅の平

均偏差は、0.08～0.17％であり、特に、３次公表と年報公表（Y1_M5）の改定は0.08％

と小さく、殆ど変更されていない。改定幅の最大値は、１次推計と最新推計の期間では、

0.68％と大きいが、３次公表と年報公表の改定は0.15％と小さい。図2-2-4で改定幅の

推移をみると、2003年Ｑ３以降、非常にパフォーマンスが良くなっている。 

                                                  
9 Hilary Mainwaring and Hugh Skipper（2007.10），“GDP(O) revisions analysis system: overview  

and indicative results"，Economic & Labour Market Review | Vol 1 | No 10 | October 2007， 

Office  for National Statistics を参照 
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表2-2-10 ＯＥＣＤツールによるイギリスのリビジョン・スタディ結果 

U.K., GDP, Total and Expenditure Comp
Whole sample

Summary statistics M5_P Y1_P Y1_M5 Y2_P L_P Y2_Y1
sample 00Q208Q2 00Q207Q3 00Q207Q3 00Q206Q3 00Q208Q4 00Q206Q3

n 33.00 30.00 30.00 26.00 35.00 26.00
mean absolute revision 0.10 0.13 0.08 0.17 0.17 0.13

mean revision (Rbar) 0.04 0.05 0.00 0.04 0.06 -0.01
st. dev(Rbar) - HAC formula 0.02 0.03 0.02 0.04 0.04 0.03

mean squared revision 0.01 0.02 0.01 0.04 0.07 0.02
relative mean absolute revision 0.16 0.20 0.14 0.29 0.27 0.22

t-stat 1.82 1.59 -0.12 1.23 1.58 -0.32
t-crit 2.04 2.05 2.05 2.06 2.03 2.06

Is mean revision significant? NO NO NO NO NO NO
Correlation 0.91 0.81 0.88 0.67 0.86 0.79

Min Revision -0.24 -0.30 -0.38 -0.27 -0.24 -0.35
Max Revision 0.25 0.34 0.16 0.42 0.68 0.22

Range 0.49 0.64 0.54 0.68 0.92 0.56
% Later > Earlier 66.67 70.00 50.00 46.15 51.43 46.15

% Sign(Later) = Sign(Earlier) 100.00 100.00 100.00 100.00 100.00 100.00
Variance of Later estimate 0.07 0.05 0.05 0.06 0.23 0.06

Variance of Earlier estimate 0.06 0.06 0.06 0.06 0.20 0.05
UM % 13.11 11.42 0.05 4.60 6.28 0.29
UR % 0.68 13.41 14.67 19.25 2.31 7.70
UD % 86.21 75.17 85.27 76.14 91.40 92.43  
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図2-2-4 イギリスの改定幅の推移（最新推計－１次推計） 
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図2-2-5 イギリスの１次推計値と最新推計値の推移 
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（３）ＱＮＡの推計方法とソースデータ 

 表2-2-11でみるように、生産側ＧＤＰである１次公表（M1）の推計値は、44％の実績デ

ータに基づいており、残りは推計値である。この実績データの比率は、２次公表までには

67％、３次公表までに80％に増加する。１次公表の実績データ量は、生産側ＧＤＰに関す

る継続的なデータと手法開発、特にサービスインデックスの開発によって、2001年から４％

増加している。 

３次公表時には、予測値の大部分は行政部門（行政、教育、保健）となる。この部門の

実績データは36％である。 

図2-2-6に示すように、第１次公表時には、「Holt-Winters」法（指数平滑法の１つ）が

最大の共通手法として使われる。これは生産ＧＤＰの24％（全予測値の43％を占める）。第

３次公表時には、生産ＧＤＰの７％にまで低下する。３次公表時には、これ以外の手法は、

専門的判断と２次データによる予測の２種類のみが使われる。 

 
表2-2-11 生産側ＧＤＰの M1, M2 & M3 推計における実績データ 

（％）
産業 2001 GVAウェイト

（％）
M1 M2 M3

速報
イギリス
産出，所
得・支出

イギリス
四半期推
計

(25日) (55日) (85日)
農業，林業及び漁業 1.0 35 53 57
製造業 21.8 73 100 100
建設業 5.7 0 0 97
流通業， ホテル業と配膳業 15.9 82 99 99
輸送業，倉庫業及び情報通信業 8.1 38 68 70
事業サービス業と金融業 24.9 35 58 82
政府とその他のサービス業 22.7 13 40 45
　　そのうち：

政府 17.6 6 32 36
その他のサービス業 5.1 38 67 78

　サービス合計 71.6 39 62 73
GDP(O) 合計 100.0 44 67 80
GDP(O) 　政府を除く 82.4 52 74 89

推計（四半期終了後の日数）

 
出典：「Early estimates of GDP : information content and forecasting methods」より作成 
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出典：「Early estimates of GDP : information content and forecasting methods」より作成  

図2-2-6 生産側ＧＤＰ（M1）の予測手法 
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 表2-2-12は、Mahajan（2006）に基づいてイギリス速報（支出側）の基礎統計における改

定割合をまとめた表である。年次推計のデータを100とした場合の速報における基礎統計の

利用可能性を示していると考えられる。M1では支出側計数が公表されていないので、そも

そも推計が存在しない。 

 
表2-2-12 支出側ＧＤＰ速報（M2、M3）における基礎統計の使用状況（％） 

 M1 M2 M3 

民間最終消費支出 ― 45 85

政府最終消費支出 ― 60 60

総固定資本形成 ― 55 80

在庫品増加 ― 65 85

輸出・財貨 ― 100 100

輸出・サービス ― 60 80

輸入・財貨 ― 100 100

輸入・サービス ― 60 80

合計 ― 80 80

出典：Development, Compilation and Use of Input-Output Supply and Use Tables in the United Kingdom 

National Accounts 

  
この表において、M2や M3の段階で年次推計において利用できる大半の基礎統計が利用で

きていることが示される。逆に言い換えると速報段階で利用できる基礎統計は、元々それ

ほど詳細なものは利用できない。例えば、日本が使用する工業統計は、短期間に作成する

ことが困難な統計である。したがって、速報段階と年次推計段階で多くの基礎統計が変わ

らないということは、それほど詳細な基礎統計が元々存在せず、推計方法が元々粗いとい

うことを示している。したがって、リビジョン・スタディにおいて改定幅が小さいからと

いって、我が国のように詳細な推計方法を採用できていないということに注意することが

必要である。リビジョン・スタディの課題は、速報と殆ど同じ粗い推計方法を採用してい

る場合にパフォーマンスが良好になるということである。イギリスはその事例に当てはま

るのである。 

Mahajan（2006）９ページによると、イギリスの最終改定幅はＧＤＰ比0.4％～2.8％に

も達している。要するにイギリスにおいて３％弱は、誤差ということである。イギリスの

ＧＤＰ推計方法において、年次の基礎統計が十分でなくても、整合性分析を行い、最終的

に供給使用表のバランス調整で補っていることを示している。 

 

表2-2-13～表2-2-15にイギリスの生産、支出、所得アプローチそれぞれの推計方法と使

用データを示す。 



- 35 - 
 

 
表2-2-13 イギリスのＱＮＡ推計方法（生産アプローチ） 
方　　法 対　応　業　種

鉱工業生産指数 鉱業・採石業、製造業、電気・ガス・水道

売上高/その他データ（受入）

卸売業・小売業（貿易業含む）、ホテル・配膳業、バ
ス旅行、タンカー・海上一般貨物、航海上旅客、電
話、余暇サービス、法律サービス、会計、コンピュー
ターサービス

物量指標
水産、鉄道・道路・航空輸送、通信、証券・不動産代
理店、石油流通業、自動車流通業

雇用/給与データ
公共管理、国防、教育、健康、強制的な社会保障、広
告、専門的・技術的サービス

トレンド推定（外挿） 林業、非生命保険

その他

農業（中間消費を控除した産出量）、建設業（労働対
価）、不動産所有・取引（地方の住宅部門の雇用者
数、継続的な建物の価格・証券）、銀行業（清算され
た小切手数、雇用者数、預金のデフレートされた価
値）、その他の金融機関（先物、抵当のデフレートさ
れた価値、証券取引のデフレートされた価値）

 
出典：「QUARTERLY NATIONAL ACCOUNTS」（OECD）table3より作成 

 

表2-2-14 イギリスのＱＮＡ推計方法（支出アプローチ） 
支出 方　　法 対　応　業　種

売上高・収益統計
財、電話サービス、ガス・電気、自動車燃料、道路・
鉄道輸送、公共企業体への賃貸料

コモディティフロー法 タバコ・酒

家計調査
食料品、航空・海上旅行、個人地主の賃貸料、サービ
ス

関連活動での雇用・給与 -

トレンド推定（外挿） 金融サービス、非営利団体の支出

その他の方法（説明） 自動車（登録台数）、帰属賃貸料（住宅在庫）

支出統計（広範）
中央政府・社会保障支出（国防、地方政府の賃金・給
与以外）

支出統計（サンプル調査） -

賃金・給与統計 -

トレンド推定（外挿） 国防支出、資本消費のための帰属料金

その他の方法（説明） 地方政府の中間消費（金融年間予測）

資本財生産者による労働対価・労働量 住宅建設

資本財購入者による資本支出 住宅以外の建設、農業用、機器、設備

コモディティフロー・供給統計 -

その他の方法（説明） 農業用建設（政府投資交付金）

企業調査 製造業在庫、エネルギー備蓄、卸売業・小売業在庫

資産所有者からの情報 政府在庫

コモディティフロー -

残差として計算 -

その他の方法（説明）
農業・林業在庫（トレンド推定）、建設資材在庫（建
設活動）

家
計
最
終
消
費
支
出

一
般
政
府
最
終
消
費
支
出

総
固
定
資
本
形
成

在
庫
品
増
加

 
出典：「QUARTERLY NATIONAL ACCOUNTS」（OECD）table4～7より作成 
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表2-2-15 イギリスのＱＮＡ推計方法（所得アプローチ） 

所得 方法 対応業種

雇用/給与調査 非政府雇用者の賃金・給与

政府勘定
軍事賃金・手当、政府雇用者の賃金・給与、政府の社
会保障計画への雇用者の寄付

トレンド推定（外挿） 非政府の社会保障計画への雇用者の寄付

その他の方法（説明） -

企業利益調査 企業利益

政府・その他公的機関記録 政府利益、政府引き受け賃貸料

総産出額・売上高・収益統計 -

トレンド推定（外挿）
地方政府利益、家計・非政府企業引き受け賃貸料、農
業等の法人化していない企業の収入

その他の方法 -

雇
用
者
報
酬

営
業
余
剰

 

出典：「QUARTERLY NATIONAL ACCOUNTS」（OECD）table8～9より作成 
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２．３ カナダ 

 

（１）ＱＮＡの公表 

カナダでは、カナダ統計局（Statistics Canada）が国民所得・支出勘定ＱＮＡと産業

別月次ＧＤＰを作成している。国民所得・支出勘定の四半期値は、該当四半期終了後、約

60日後に公表され、産業別月次ＧＤＰも、該当月終了後、約60日後に公表される。また、

所得・支出勘定と生産勘定の両方をまとめた「カナダ経済勘定四半期レビュー」も公表さ

れている。なお、他国のような１次、２次の段階的な公表はない。表2-3-1にＱＮＡ公表の

概要を示す。 

ＱＮＡの改定は、同じ年次のそれ以降のＱＮＡが公表されるときに行われる。その後、

４年間、１年間に１回のみ、第１ＱＮＡの公表時点で改定が行われる。 

たとえば、2004年の第１ＱＮＡ値は、2004年５月に最初に公表され、第２ＱＮＡ値が2004

年８月に公表されたときこれらの推計値への最初の改定が行われる。さらに、2004年の第

３、第４ＱＮＡがリリースされたときに改定が行われる。このリリースで行われたこれら

の改定の最後に加えて、次の４年の各年で、再び修正される。 

 

表2-3-1 カナダのＱＮＡ公表 
 １次 
名称 国民所得・支出勘定四半期推計 月次産業別ＧＤＰ 
公 表 ス ケ

ジュール 
該当期終了後約60日後 該当期終了後約60日後 

公表内容 支出要素別ＧＤＰ 
所得要素別ＧＤＰ 

215産業別ＧＤＰ 

 
①国民所得・支出勘定の公表内容 

国民所得・支出勘定の公表内容は、支出側ＧＤＰ、所得側ＧＤＰにはじまり、全体で

33表からなる。それらの表は以下の内容である。表2-3-2、表2-3-3に所得側の公表内容

の例と構成要素を、また、表2-3-4、表2-3-5に支出側の公表内容の例と構成要素を示す。 

・要素別支出側ＧＤＰ（名目、実質、寄与度） 

・要素別所得側ＧＤＰ（名目、実質） 

・制度部門別勘定（個人と非企業用業務、一般企業と公的企業、非金融、金融、政府、

連邦政府、州政府、地方政府、年金（ペンションプラン）、非住居） 

・貯蓄、投資、純貸出 

・財貨・サービスの個人支出（名目、実質、寄与度） 

・住宅投資（名目、実質、寄与度） 

・非住居・機器の投資（名目、実質、寄与度） 

・財貨・サービスの輸出（名目、実質、寄与度） 

・企業在庫投資（名目、実質） 

・財貨・サービスの価格指数（インプリシット、固定ウエイト） 

・営業余剰 
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表2-3-2 カナダの１次公表内容の例（所得サイド四半期値） 

 
出典：「National Income and Expenditure Accounts Quarterly Estimates Third Quarter 2008」 

 

表2-3-3 カナダのＧＤＰ（所得側）構成要素 

単位 ： 100万ドル 2002年価格
名目 実質 連鎖デフレーター
四半期・暦年 四半期・暦年 四半期・暦年
　季調値 　季調値 　指数
　前期比 　前期比，前期比年率 　前期比

　年率
　寄与度

消費財及びサービスに関する個人消費支出 ○ ○ ○
　　耐久財 ○ ○
　　半耐久財 ○ ○
　　非耐久財 ○ ○
　　サービス ○ ○
消費財及びサービスに関する政府名目消費 ○ ○ ○
政府総固定資本形成 ○ ○ ○
政府在庫投資 ○ ○
企業総固定資本形成 ○ ○ ○
　　住宅建設 ○ ○
　　非住宅建設及び設備 ○ ○
　　　　非住宅建設 ○ ○
　　　　機械及び設備 ○ ○
企業在庫投資 ○ ○
　　非農業 ○ ○
　　農業 ○ ○
財・サービスの輸出 ○ ○ ○
　　財 ○ ○
　　サービス ○ ○
控除：財・サービスの輸入 ○ ○ ○
　　財 ○ ○
　　サービス ○ ○
統計的不突合 ○ ○
国内総生産（市場価格） ○ ○
最終国内需要 ○ ○ ○

出典の表番号 Table B.2 Table B.3 Table B.6
（注1）市場価格は、購入者価格を指し、基本価格は補助金の調整しないベースのものを指す。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　公表形式
　　　公表内容

 

出典：「Canadian Economic Accounts Quarterly Review Fourth quarter 2008」より作成
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表2-3-4 カナダの１次公表内容の例（支出サイド四半期値） 

 

出典：「National Income and Expenditure Accounts Quarterly Estimates Third Quarter 2008」 

  

表2-3-5 カナダのＧＤＰ（支出側）構成要素 

単位 ： 100万ドル
名目
四半期・暦年
　季調値
　前期比

賃金・俸給・補足的労働所得 ○
税引き前法人企業利益 ○
税引き前公的法人企業利益 ○
利子及び諸投資所得 ○
農業生産から得られる農業管理者の自然増加純所得 ○
非農業・非法人企業の純所得（地代を含む） ○
在庫変動調整 ○
生産要素としての（税－補助金） ○
国内純正産（基本価格） ○
生産物に関する（税－補助金） ○
資本減耗 ○
統計的不突合 ○
国内総生産（市場価格） ○

出典の表番号 Table B.1
（注1）市場価格は、購入者価格を指し、基本価格は補助金の調整しないベースのものを指す

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　公表形式
　　　公表内容

 
出典：「Canadian Economic Accounts Quarterly Review Fourth quarter 2008」より作成 
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②月次産業別ＧＤＰ公表の内容 

 月次産業別ＧＤＰの公表内容は、基準価格での月次、四半期、年次の18業種別生産側

ＧＤＰからはじまり、農林漁業から政府までの34業種別に、それらの内訳業種のＧＤＰ

からなる。公表内容の表の種類は以下のものである。表2-3-6に18業種別ＧＤＰの例を

表2-3-7に構成要素を示す。また、表2-3-8に内訳業種のある34業種区分を、その公表内

容の例を、表2-3-9に示す。 

 ・18業種別生産側ＧＤＰ（基準価格、月次、四半期、年次） 

 ・特別４業種産業集約ＧＤＰ（基準価格、月次、四半期、年次） 

 ・34業種別ＧＤＰ（月次、四半期、年次） 

 

表2-3-6 カナダの月次産業別ＧＤＰ公表内容の例（18産業別） 

 
出典：「Gross Domestic Product by Industry January 2009」 
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表2-3-7 カナダの月次産業別ＧＤＰの構成要素（18業種） 

全構成要素
生産物製造業
農業、林業、漁業や狩猟

鉱業や石油、ガス抽出

公共サービス

建設

製造

サービス産業

卸売業

小売業

運輸・倉庫

情報と文化産業

金融、保険、不動産、賃貸、リース、会社や企業の管理

専門的、科学的、技術的サービス

行政と支援、廃棄物の管理と改善サービス

教育サービス

保健医療、社会的支援

芸術、娯楽、レクリエーション

宿泊と食事のサービス

その他のサービス（公共行政を除く）

公共行政

集約産業別

工業生産

企業部門の産業

非企業部門の産業

情報通信技術部門

エネルギー部門  
出典：「Canadian Economic Accounts Quarterly Review Fourth quarter 2008」より作成 

 

表2-3-8 カナダの月次産業別ＧＤＰにおける詳細業種のある業種区分 
農業、林業、漁業、狩猟 卸売業・小売業
鉱業、石油・ガス 運輸・倉庫業
設備業 情報・文化産業
建設業 金融、保険、不動産、賃貸、リース、管理
製造業 専門的、科学的、技術的サービス
食品製造業 公益事業、廃棄物管理
飲料とタバコ製品製造業 教育サービス
織物、衣類・皮革製品製造業 保健医療、社会的支援
木製品製造業 芸術、娯楽、レクリエーション
紙製造業 宿泊・食事サービス
印刷業及び関連業 その他のサービス(公共行政を除く)
石油と石炭製品製造業 公共行政
化学薬品製造業
プラスチックとゴム製品製造業
非金属鉱物製品製造業
非鉄金属・金属製品製造業
機械製造業
コンピュータと電子製品製造業
電気機器、家電、部品製造業
輸送機器製造業
家具及び関連製品製造業
その他の製造業  

出典：「Gross Domestic Product by Industry January 2009」より作成  
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表2-3-8で示した業種それぞれについて、詳細業種別のＧＤＰが月別に公表される。

表2-3-9は、農林水産業の詳細例である。 

 

表2-3-9 カナダの月次産業別ＧＤＰ公表内容の例（詳細業種別の農林漁業） 

 

出典：「Gross Domestic Product by Industry January 2009」 

 

 ③カナダ経済勘定四半期レビュー 

①の所得・支出勘定と②の月次産業ＧＤＰとは別に、これらの両方を網羅した「カナ

ダ経済勘定四半期レビュー」が公表されている。この公表物は７項目で構成されており、

それらは、1)所得・支出ＧＤＰ、2)生産ＧＤＰ、3)国際支払収支、4)金融フロー勘定、

5)労働生産性と関連数量、6)国際投資状況、7)国民貸借対照表である。 

表2-3-10にこの公表物による主要指標の例を示す。 
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表2-3-10 「カナダ経済勘定四半期レビュー」による公表内容の例（主要指標） 

 

出典：「Canadian Economic Accounts Quarterly Review Fourth quarter 2008」 
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（２）リビジョン・スタディ 

 

 ①カナダで実施されたスタディ 

  カナダでは、ＯＥＣＤで実施しているような評価統計値を計算したリビジョン・スタ

ディのレポートを収集することはできなかったが、改定幅に関するレポートは収集でき

た10。 

このレポートによると、四半期値の場合、速報値から最終値までの改定幅は、最大で

±0.5％で、改定幅の９割は－0.2～＋0.2％の範囲内である。年次改定は、－0.2～0.8％

の範囲で、1994年と95年の0.6％、0.8％が最大となっている。それ以外は、-0.2～0.3％

の範囲内となっている。図2-3-1は、事前推計値と修正推計値のＧＤＰ成長率を比較し

たものであり、表2-3-11は、改定段階別のＧＤＰ成長率等を示したものである。 

 

 
出典：「The 2004 to 2007 revisions of the Income and Expenditure Accounts」 

図2-3-1 カナダの2004～2007年の四半期ＧＤＰ成長率比較（事前推計値と修正推計値） 

 

                                                  
10 Statistics Canada（2008.5），“The 2004 to 2007 revisions of the Income and 

Expenditure Accounts”を参照 
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表2-3-11 カナダの2004～2007年の改定 

 

備考１：最初の公表値 備考２：2007年第１四半期の事前公表値  

備考３：2008年第１四半期の修正公表値 備考４：修正公表値－事前公表値  

備考５：修正公表値－最初の公表値 備考６：最初の推計値は連鎖（1997）ドル  

出典：「The 2004 to 2007 revisions of the Income and Expenditure Accounts」 

 

 ②ＯＥＣＤデータベースでのスタディ結果 

ＯＥＣＤリビジョンデータベースを用い、カナダの2000年Ｑ２から2008年Ｑ４までの

ＧＤＰデータを入力し、リビジョン・スタディを実施した結果を、表2-3-12、図2-3-2、

図2-3-3に示す。このスタディ結果によると、改定幅の平均は、-0.03～0.09％で非常に

小さく殆ど０である。また、改定幅の平均偏差は、0.07～0.17％であり、１次推計値と
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最新推計値との差は0.15％でしかない。改定幅の最大値は、0.24～0.46％であり、１次

推計と年報推計の間では0.24％である。図2-3-2でみると2006年以降パフォーマンスが

向上している。 

 

表2-3-12 ＯＥＣＤツールによるカナダのリビジョン・スタディ結果 
CANADA, GDP, Total and Expenditure Comp
Whole sample

Summary statistics M5_P Y1_P Y1_M5 Y2_P L_P Y2_Y1
sample 00Q208Q2 00Q207Q4 00Q207Q4 00Q206Q4 00Q208Q4 00Q206Q4

n 33.00 31.00 31.00 27.00 35.00 27.00
mean absolute revision 0.07 0.12 0.09 0.17 0.15 0.13

mean revision (Rbar) 0.01 -0.03 -0.05 0.05 0.02 0.09
st. dev(Rbar) - HAC formula 0.01 0.03 0.03 0.03 0.03 0.02

mean squared revision 0.01 0.03 0.03 0.04 0.04 0.03
relative mean absolute revision 0.11 0.19 0.14 0.24 0.24 0.19

t-stat 1.02 -1.00 -1.70 1.52 0.65 3.82
t-crit 2.04 2.04 2.04 2.06 2.03 2.06

Is mean revision significant? NO NO NO NO NO YES
Correlation 0.97 0.88 0.91 0.86 0.91 0.94

Min Revision -0.19 -0.72 -0.67 -0.46 -0.48 -0.14
Max Revision 0.24 0.24 0.28 0.46 0.43 0.37

Range 0.44 0.96 0.95 0.92 0.90 0.51
% Later > Earlier 63.64 54.84 29.03 66.67 54.29 70.37

% Sign(Later) = Sign(Earlier) 96.97 96.77 100.00 96.30 97.14 100.00
Variance of Later estimate 0.15 0.13 0.13 0.16 0.23 0.16

Variance of Earlier estimate 0.16 0.14 0.13 0.15 0.21 0.13
UM % 2.46 3.17 9.17 5.65 0.92 30.15
UR % 4.20 8.25 2.90 3.70 1.10 0.46
UD % 93.33 88.58 87.93 90.65 97.98 69.67  
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図2-3-2 カナダの改定幅の推移（最新推計－１次推計） 
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図2-3-3 カナダの１次推計値と最新推計値の推移 
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（３）ＱＮＡの推計方法とソースデータ 

カナダのＧＤＰ推計は、所得、支出、付加価値の３つの手法によって計算される。それ

ぞれの推計方法とソースデータを表2-3-13～表2-3-15に示す。 

 

 ①所得・支出ＧＤＰ 

所得ベースと支出ベースによる手法を用いたＧＤＰの計算から得られる推計値は、１

つのみである。はじめに、両方の手法で名目ＧＤＰを推計し、次に、ＧＤＰが一意的な

値になるように結果を一致させる。ＧＤＰの２つの計測値が互いに等しくないときは、

統計上の不突合を得る。 

支出ベースのＧＤＰ計算は名目または実質値で行うことができるが、収入ベースのＧ

ＤＰの計算は名目ドルのみで行う。所得と支出のＧＤＰは市場価格で計算される。勘定

の公表は1926年に始まったが、推計が利用可能な最初のものは1961年のデータである。

地方や地域の推計を含む、所得と支出別ＧＤＰの詳しい情報に関しては、カナダ統計局

のＨＰ上11にある。 

 
 ②産業別ＧＤＰ 

付加価値手法は、投入－産出勘定の一部である産業ＧＤＰを計算するのに用いられる。 

生産推計は、北米産業分類システム（NAICS）により216の業種別に行われる。また、産

業ＧＤＰ推計は実質のみで、基本価格で計算される。データは、所得・支出勘定と同様

に1961年から利用可能である。産業ＧＤＰの詳しい情報に関しては、カナダ統計局の I/O

勘定のＨＰ上12にある。 

製造業の殆どは、「製造業月次調査(Monthly Survey of Manufacturing)」で推計され、

多くの製造業では、「雇用・賃金・労働時間調査（Survey of Employment, Payrolls and 

Hours, SEPH）」で推計される。 

  年次産業連関表が利用可能となる（月次 GDP 公表後２年半後）とき、年次計数を制約

として四半期をなだらかにするベンチマーク調整が実施される。ＱＮＡマニュアルによ

ると、Eurostat と Statistics Canada は、比例デントン法（The Proportional Denton 

Method）に関するソフトウェアを保有している。 

 
 
 

 

                                                  
11 所得支出勘定推計解説のアドレス： 

http://www.statcan.gc.ca/nea-cen/about-apropos/iea-crd-eng.htm 
12 Ｉ/Ｏ勘定推計解説のアドレス 

http://www.statcan.gc.ca/nea-cen/about-apropos/io-es-eng.htm 
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表2-3-13 カナダのＱＮＡ推計方法（生産アプローチ） 

方　　法 対　応　業　種

鉱工業生産指数 -

売上高/その他データ（受入）
特定製造業、卸売業・小売業（貿易業含む）、交通シス
テム、郵便事業、金融・保険事業、飲食店

物量指標 農業、林業、鉱業、特定製造業、運輸、電力・ガス

雇用/給与データ 採石業、特定製造業、建設業、サービス業

トレンド推定（外挿） -

その他

住居用・非住居用ビル建設（労働対価）、道路貨物輸送
（トラックサービスを消費する産業の産出量）、通信
（ラジオ広告、視聴時間、ケーブルテレビ加入者数）、
宿泊施設（部屋数、利用率）、持ち家（住宅在庫）

 

出典：「QUARTERLY NATIONAL ACCOUNTS」（OECD）table3より作成 

 

表2-3-14 カナダのＱＮＡ推計方法（支出アプローチ） 
支出 方　　法 対　応　業　種

売上高・収益統計 財・サービス
コモディティフロー法 -
家計調査 -

関連活動での雇用・給与
洗濯やドライクリーニング等の家計にサービスを行う
非営利機関

トレンド推定（外挿） -

その他の方法（説明）
賃貸料（住宅在庫）、個人サービス（人口増加）、葬
儀屋（死亡率）

支出統計（広範） 連邦・州政府支出（非営利病院・教育以外）

支出統計（サンプル調査） -

賃金・給与統計 地方政府支出、連邦・州政府非営利病院・教育

トレンド推定（外挿） -

その他の方法（説明） -

資本財生産者による労働対価・労働量 住宅建設
資本財購入者による資本支出 -

コモディティフロー・供給統計 機器・設備（道路輸送設備）

その他の方法（説明）
住宅以外の建設（労働力の投入期間・費用、供給物資
とその費用、投資目的、石油・ガス掘削）、道路輸送
設備（取引業者の累積売上高シェア）

企業調査
鉱業在庫、製造業在庫、卸売業・小売業在庫、運輸・
通信在庫

資産所有者からの情報 連邦政府在庫
コモディティフロー 農業在庫、林業在庫
残差として計算 -

その他の方法（説明）
その他の在庫（雇用・収入データをもとにした金融記
録・推計）

家
計
最
終
消
費
支
出

一
般
政
府
最
終
消
費
支
出

総
固
定
資
本
形
成

在
庫
品
増
加

 

出典：「QUARTERLY NATIONAL ACCOUNTS」（OECD）table4～7より作成 



- 49 - 
 

表2-3-15 カナダのＱＮＡ推計方法（所得アプローチ） 

所得 方法 対応業種

雇用/給与調査
非政府雇用者の賃金・給与（農業、狩猟業、わなかけ
業、漁業、国内サービス以外）

政府勘定 軍事賃金・手当、政府雇用者の賃金・給与

トレンド推定（外挿）
農業、狩猟業、わなかけ業、漁業、国内サービスの賃
金・給与

その他の方法（説明）
漁業（漁獲高）の賃金・給与、補足的な労働収入（賃
金・給与）

企業利益調査 企業利益
政府・その他公的機関記録 連邦・州政府企業利益、利子、政府のその他の投資収入

総産出額・売上高・収益統計
農業、漁業、小売業・卸売業（貿易を含む）の法人化し
ていない企業の収入

トレンド推定（外挿）
狩猟業とわなかけ業の法人化している企業の収入、地方
政府企業の利益

その他の方法

家計引き受け住宅賃貸料（住宅在庫、平均支払い賃貸
料）、林業の法人化していない企業の収入（実働してい
る林業経営者数）、建設業の法人化していない企業の収
入（住宅投資経費）、家計引き受け利子（全支払い利
子）

雇
用
者
報
酬

営
業
余
剰

 
出典：「QUARTERLY NATIONAL ACCOUNTS」（OECD）table8～9より作成 


